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第１章 総 則 

１ 業務継続計画策定の目的 

地震等による大規模災害が発生した際、市は災害の応急対策業務や復旧・復興業務の主体と

して重要な役割を担う一方、災害時であっても継続して行わなければならない通常業務を抱え

ている。 

しかしながら、過去の災害では職員や市役所自体が被災し、人員不足や庁舎・電気・通信機

器の使用不能等により、これら業務の実施に支障を来たした事例が多数見受けられるところで

あり、このような事態にあっても適切に業務を実施するため、業務継続計画（ＢＣＰ：Business 

Continuity Plan）を策定するものである。 

 

 

２ 業務継続計画の効果 

地域防災計画や各種災害対応マニュアルでは必ずしも明らかでなかった「行政も被災する深

刻な事態」も考慮した執行体制を明確にすることで、発災直後の混乱による行政の機能不全を

避け、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの向上等の効果が期待できる。 

 

【業務継続計画の効果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域防災計画と業務継続計画との関係及び用語の定義 

地域防災計画が、災害に対する予防業務や応急対策業務、復旧・復興業務などの災害対策に

係る業務を定めていることに対し、業務継続計画は、応急対策業務等に限らず優先的に継続す

べき通常業務を含んだ業務継続の執行体制を検討するものである。 

地域防災計画に定める業務の中でも優先する業務を「応急業務」、通常業務の中でも優先的に

継続すべき業務を「優先度の高い通常業務」といい、併せて「非常時優先業務」という。 

 

【主な効果】 

(1) 継続する業務、休止する業務の明確化 

(2) 非常時優先業務への資源投入 

(3) 非常時優先業務の立ち上げ時間の短縮 

(4) 発災直後の業務レベル向上 

(5) 他の緊急事態への対応に活用可能 等 
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【地域防災計画と業務継続計画との関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域防災計画と業務継続計画の相違点】 

区  分 地域防災計画 業務継続計画 

目  的 災害対策基本法に基づき、発災時又は事

前に実施すべき災害対策に係る実施事

項や役割分担等を規定する。 

発災時の限られた資源を基に、非常時優

先業務を目標とする時間・時期までに実

施できるようにする。 

対象業務 災害対策に係る業務（予防業務、応急対

策業務、復旧・復興業務） 

非常時優先業務（応急業務、優先度の高

い通常業務） 

業務開始

目標時間 

必ずしも定める必要はない。 非常時優先業務ごとに定める。 

 

４ 業務継続の基本方針 

  大規模災害時においては、市全体で意思統一を図り、連携・協力して非常時優先業務に取り

組むことが重要であるため、業務継続に当たっての基本方針を次のとおり定める。 

 

【業務継続計画の基本方針】 

 

① 市民の生命、身体及び財産の保護を最優先とする。 

② 行政機能の低下に伴う市民生活への影響を最小限にとどめるため、応急業務を中心とした

非常時優先業務を最優先で実施する。 

③ 非常時優先業務の実施に必要な人員、資機材等の資源の確保・配分に当たっては、限られ

た資源を最大限に有効活用するため、全庁横断的に調整する。 

④ 非常時優先業務以外の通常業務は、発災後しばらくの間、積極的に休止するか、非常時優

先業務の実施に支障のない範囲で実施する。 

⑤ 業務継続に必要な執務環境の整備に努める。 

応
急
業
務 

優先度の高い通常業務 
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５ 前提とする災害等 

 (1) 災害の想定 

業務継続計画の策定に当たっては、利用できる資源が災害により制約される中での体制を

検討する必要がある。 

   このことから、本計画では市内全域に大きな被害をもたらし、同時に市庁舎自体も被災す

る可能性のある『渋木断層による地震被害』を想定する。 

 

【平成 20 年 3 月「山口県地震被害想定調査報告書」（冬の昼 12 時、風速 15m/s）の想定】 

区 分 地震被害想定 

地 震 動 

長門市の最大震度 6 弱  

震度別面積率（6 弱） 45.1%  

震度別面積率（5 強） 47.9%  

震度別面積率（5 弱） 7.0%  

土 砂 災 害 

※危険度Ａランクの箇所数 

急傾斜地崩壊 200 箇所  

地すべり 18 箇所  

山腹崩壊 32 箇所  

建 物 被 害 

全壊棟数 381 棟  

半壊棟数 2,448 棟  

焼失棟数 0 棟  

人 的 被 害 

死者数 21 人  

負傷者数（内重症者数） 173 人（14 人） 

自力脱出困難者数 20 人  

ライフライン被害 

上水道（断水人口） 13,763 人  

下水道（機能支障人口） 8,260 人  

電力（1 日後停電軒数） 1,707 軒  

通信（不通回線）※携帯不通なし 10 回線  

交 通 被 害 

緊急輸送道路（被害箇所） 6 箇所  

道路（被害箇所） 0 箇所  

港湾（被害度がかなり高い岸壁） 0 箇所  

生 活 支 障 等 

1 日後の避難所生活者数 4,000 人  

1 日後の食料需要数 12,000 食  

1 日後の仮設トイレ需要数 43 基  

帰宅困難者数 2,164 人  

震災廃棄物発生量 23 万㎥  
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 (2) ライフラインの復旧見込み 

  ライフラインは、非常時優先業務の遂行及び災害からの復旧に大きな影響を及ぼすことか

ら、次のとおり復旧見込みを示す。 

【ライフラインの復旧見込み】 

区 分 復旧予想等 

上水道 ４日以内の見込み 

下水道 上水道復旧後（1 週間程度） 

電 力 ２日以内の見込み 

通 信 被害想定から、早期の復旧を見込む 

 

６ 業務継続計画の発動と終結 

 (1) 計画の発動基準 

   本計画の発動基準は、次のとおりとする。 

【計画の発動基準】 

 

 

 ① 地震 

  ・市内で震度 6 弱以上の地震が発生した場合、本計画を自動発動する。 

 ② 上記以外の災害 

   次の基準を目安として、災害対策本部長が本計画の発動を判断する。 

  ・市庁舎に甚大な被害を生じた場合 

  ・市内広域にわたる被害が発生し、本計画の発動が必要な場合 

 ③ その他緊急事態（武力攻撃事態等） 

  ・武力攻撃やテロ等による被害発生の恐れや被害発生の状況に応じて、災害対策本部長が

本計画の発動を判断する。 

渋木断層は山口県北西部に位置し、

Ｍ6.8 の地震発生が想定されている。 

この内陸（地殻内）地震による県内

の最大震度は、長門市、美祢市、下関

市、萩市で震度６弱が想定され、揺れ

による建物全壊が発生する震度６弱以

上の面積率は、県全体の5.2%と想定さ

れる。 
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 (2) 計画発動の終結 

   応急業務が概ね完了したと災害対策本部長が認めたとき、災害対策本部長が終結を宣言す

る。 

 

 (3) 計画の発動・終結の周知 

   本計画の発動又は終結に際し、職員（自動発動を除く。）及び関係機関に周知するとともに、

防災行政無線、音声告知放送、防災メール、市公式 LINE、市ホームページ、報道等を通じて

広く市民に周知する。 

 

【市民向け周知の例文】 

 市役所からお知らせします。 

 災害の発生に伴い、市役所では非常時の業務体制を執っています。 

 災害の応急対策や復旧・復興を最優先として行うため、現在は通常の業務を一部中断してお

りますので、皆様のご理解とご協力をお願いします。 

 なお、現在受付可能な通常の業務は・・・・・・ 

 

【計画の発動・終結の実施フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災
害
発
生 

計
画
の
発
動 

市
民
へ
の
広
報 

非常時優先業務の実施 

業務の実行 

資源の調整 状況の把握 

計
画
の
終
結 

市
民
へ
の
広
報 
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第２章 業務継続のための体制の確保 

１ 業務継続体制の適正な管理 

 (1) 職員の健康管理 

非常時優先業務の実施中において、労務管理等を軽視すると業務の適正な執行に大きな影

響を及ぼすことを全職員が共通認識として持っておく必要がある。 

発災直後は、業務量の増大により長時間勤務となる場合があり、肉体的・精神的ストレス

が高くなることが予想される。このため、休憩や食事時間の確保、職員間による客観的な健

康チェックを行いながら勤務交代などにより適切な労務管理を行う。 

また、家族との連絡に配慮するなどストレスの軽減に努める。 

    

(2) 業務内容の調整による資源の再配分 

被災状況によっては一部の部署に業務量が大きく偏る可能性があるため、各部署の業務量

や優先度、被災状況に応じて業務内容の調整を適宜行うとともに、資源の再配分を行う。 

 

【業務内容の調整イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員の参集 

休日を含めた一週間の時間配分を計算すると、勤務時間外は勤務時間内の約 2.84 倍となる。

このことから、発災時間帯を勤務時間外として、通勤距離と諸条件を基に自宅から各職場への

参集時間と参集可能人員を推計する。 

※時間区分：①3 時間以内、②6 時間以内、③12 時間以内、④24 時間以内、⑤3 日以内、⑥1 週間以内 

 

 (1) 対象職員数 

   正職員 489 人（令和７年４月現在） 

 

(2) 参集時間と参集可能人員の推計条件 

   参集時間と参集可能人員の推計には、次のとおり条件を設定する。 

① 発災から参集行動開始までの準備時間として 0.5 時間を加算する。 

② 公共交通機関は途絶するものとする。 

③ 平成 20 年 3 月「山口県地震被害想定調査報告書」に基づく道路被害箇所数は少ないも

通常業務 

応急業務 

②ＢＣＰ発動 ①災害発生 ③職員の参集 ④業務内容の調整 

参集人員 

⑤人員投入 

非常時優先業務 
特に急ぐべき 

非常時優先業務 
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のの、悪条件を想定して徒歩での参集とし、歩行速度は通常の時速 4 ㎞よりも遅い時速 3

㎞とする。 

④ 平成 20 年 3 月「山口県地震被害想定調査報告書」では、人的被害は死者・負傷者・自

力脱出困難者は市内で計 214 人であり、職員数に換算すると僅少であるため、推計条件

から除外する。建物被害想定は全壊 381 棟・半壊 2,448 棟の計 2,829 棟で、8.8%の

被災率となるため、これを 10％の被災率として扱い、それ以外の 90％を参集可能人員と

する。 

⑤ 発災から 12 時間以内までは、喫緊の人命救助等に従事するため参集できない職員が

10％いると想定する。 

 

(3) 参集時間と参集可能人員の推計結果 

   推計条件①から③を基に、自宅から各職場への通勤距離を勘案した上で、時間区分ごとの

仮の参集可能人員を算出し、発災から 12時間以内までは④及び⑤の条件により係数 0.8を、

それ以降は④の条件により係数 0.9 を乗じて時間区分ごとの参集可能人員を推計した。 

なお、実際にどれくらい参集できるかは災害規模や態様によって大きく変わるが、実際の

参集人員と推計値とを照合して、早期に業務内容の調整や資源の再配分を行うなど、実効性

を確保するための判断材料とする。 

 

【参集可能人員の推計結果】(R7.４.1 現在) 

部署 職員数 

参集可能人数 

3H 以内 6H 以内 
12H 以

内 

24H 以

内 
3D 以内 1W 以内 

総務対策部 81 46 11 4 2 

    

福祉対策部 134 56 31 16 3 

衛生対策部 27 11 6 2 1 

経済対策部 42 23 6 2 1 

観光文化対策部 27 11 7 1 1 

土木対策部 28 16 4 0 0 

上下水道対策部 28 16 6 0 0 

文教対策部 18 11 3 0 0 

消防対策部 69 41 11 2 0 

三隅支部 10 4 1 1 0 

日置支部 11 5 1 1 0 

油谷支部 14 4 4 0 1 

合計 489 244 91 29 9 

時系列累計  244 335 364 373 373 373 

参集率   50% 69% 74% 76% 76% 76% 
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３ 職員の安否確認等 

非常時優先業務を迅速かつ的確に行うためには、業務に従事できる人員の確保が前提となる。

このため、各職員は、安否状況や参集の可否等を市公式 LINE アカウントにより報告し、LINE

が利用できない職員は、所属課緊急連絡網により所属長に報告する。 

  ただし、大規模災害時には電話回線の輻輳等も考えられるため、報告ができない場合には、

まず参集することを優先し、参集途上又は参集後速やかに所属長へ報告するものとする。 

 

４ 指揮命令系統の確保 

  発災直後から速やかに非常時優先業務へ移行し、適正に業務を執行するためには指揮命令系

統の確立が重要であるため、発災時における意思決定権者の不在等を想定し、あらかじめ職務

代行体制を定めておく必要がある。「長門市地域防災計画」に定める職務代行順位は次のとおり。 

 

【長門市地域防災計画に定める災害対策本部及び各対策部の職務代行】 

職務代行の対象者 

職務代行者 

第１順位 第２順位 

本部長（市長） 副本部長（副市長） 教育長 

各対策部長 各対策部副部長 主管課長 

 

５ 参集途上及び参集時の状況確認 

職員は、参集途上及び参集時に次の事項を確認し、別記様式１「情報収集チェックリスト」

に取りまとめの上、所属長を通じて災害対策本部に報告する。 

 

【参集途上及び参集時の確認事項】 

 

① 被害の全体像の把握（建物の倒壊状況、火災発生状況、ライフライン及び道路の状況など）  

② 気象注意報・警報の確認（津波注意報・警報や到達時間など） 

③ 職員の参集状況の定期的な把握と記録 

④ 庁舎の安全確認と危険防止措置（倒壊危険、火災危険、漏電危険など） 

※危険防止措置：避難口の確保、ガスの元栓停止など 

⑤ 庁舎のライフラインの確認（電気、水道、非常電源及び発電機など） 

⑥ 庁舎の情報通信機器の確認（電話、パソコン、インターネット及びサーバーなど） 

⑦ 業務継続に必要なデータやマニュアルの確認 

⑧ 公用車や事務用品、その他業務継続に必要な物品の確認 
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６ 本庁舎の代替庁舎 

大規模災害による本庁舎の被災・機能不全を想定して代替庁舎を次のとおり選定する。 

災害対策本部機能の第一移転候補は消防本部とし、それ以外の非常時優先業務については被

災状況等により振り分けて実施するなど柔軟に対応するものとする。 

 

【本庁舎及び代替庁舎】 

  庁舎 

 内容 
本庁舎本館 本庁舎別館 消防本部 ルネッサながと 

中央交流プラザ 

保健センター 
市民活動支援センター  

本庁との距離   0.1 ㎞ ２.0 ㎞ 0.1 ㎞ 0.1 ㎞ 

建築年 R1 H5 H28 H11 Ｓ60 Ｓ60 

構 造 W・ＲＣ ＲＣ RC ＲＣ ＲＣ ＲＣ 

階 数 5/0 ３/0 4/0 1/0 2/0 2/0 

災
害
危
険
度 

耐震性 〇 ○ ○ ○ ○ ○ 

津 波 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

洪 水 〇 0.5m 未満 0.5m 未満 ○ 1.0m 未満 1.0m 未満 

土 砂 〇 急傾斜 ○ ○ ○ ○ 

高 潮 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

設
備
・
機
器
等 

非常電力 

72H 

電算機器、防災行政無線 

衛星通信及び一部設備 

7H 

一部設備 

120H 

全設備 

24H 

一部設備 

3.3H 

一部設備 

災害優先電話 ○ ○ ○ × ○ × 

ＩＰ電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

第３章 非常時優先業務の選定 

１ 非常時優先業務の選定基準等 

 (1) 発災後の時間経過と災害応急対策 

非常時優先業務の選定に当たっては、応急業務の実施に係る時系列を全職員が理解してお

く必要があるため、次のとおり時系列を示す。 
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【応急業務の時系列】 

時間 
対応 

発災～24 時間まで 
応急段階 復旧段階 

1～3 日後 3 日～1 週間後 1 週間以降 

災害対策本部設
置運営 
 

○災害対策本部設置 (代替庁舎
確保) 
○本部会議、記者会見の実施          

○国、県との会議 
 
 

○職員のケア 
 
 

 

通信の確保 
 

○通信の疎通確認 
 

○孤立集落等の通信確
保 

  

被災情報の収集 
 

○被災情報の収集・整理と優先
順位選別 

 
○企業の被災情報収集 
 

 

災害情報の伝達 ○避難指示等の情報提供    

応援の受入れ 
 
 

○応援要請 
○連絡窓口、受入場所、必要物
資の確保 

○応援の受入れ 
 
 

  

広報活動 
 

○住民への広報(被災情報、避難
所、物資、ライフライン等) 

○応急危険度判定の周
知 

○被害認定調査、り災
証明の周知 

 

救出・救護活動 
 
 
 

○要救助者の救出救護、行方不
明者の捜索 
○救護所の設置 
○医療チーム派遣要請 

○遺体の安置、身元の
確認、火葬 
 
 

  

避難所等の生活
対策 
 

○避難所の安全確認と開設運営 
 
 

○健康・衛生環境の整
備 
○健康チェック 

○住環境の向上 
 
 

○ニーズへの対応 
○避難所統廃合の検討 
 

要配慮者対策 
 
 

○要配慮者、福祉避難所、観光
客の安否確認と支援の確認・提
供                       

 
○災害関連死の防止対
策 
 

 

物資等の輸送供
給対策 
 

○物資の支援要請と物資拠点の
確保 
 

○物資拠点要員の充実 
○個人からの物資受入
れ方針を広報 

  

ボランティアと
の協働活動 
 

○社協職員等の協力要請 
○ボランティア受入体制の確
保、周知 

○移動手段、宿泊場所
の確保 
○ニーズの把握 

○地域コミュニティと
の連携 
 

 

公共インフラの応
急対策 
 
 

○インフラ被害の確認、被害状
況の情報提供 
○道路啓開等の応急対策、給水
手段の確保等 

○復旧工事 
 
 
 

  

建物等の応急危
険度判定等 
 
 

○応急危険度判定士の応援要請 
 
 
 

○応急危険度判定の実
施 
○被害認定調査の応援
要請 

○被害認定調査の実施 
 
 
 

○り災証明の発行手続
き 
 
 

仮設住宅の設置 
 

                  
○仮設住宅必要戸数の
算出 

○用地の確保 
 

○建設と広報 
 

生活再建支援 
 
 
 

 

○義援金受付 
○相談窓口の設置 
 
 

○義援金配分方法の検
討 
○弔慰金・支援金等の
周知 

○弔慰金・支援金等の
受付 
○被災企業の相談等 

廃棄物処理 
 

 
○災害廃棄物処理計画
策定 

○がれき仮置場の確保 
 

○災害廃棄物の処理 
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 (2) 非常時優先業務の選定方法 

  非常時優先業務は、長門市地域防災計画及び長門市組織規則等に定める事務分掌から選定

し、各業務の優先度については次の目安に基づき選定する。 

  なお、業務の整理に当たっては発災時間帯を考慮しない。 

 

【非常時優先業務の選定目安】 

業 
 

務 

経
過
時
間 

応急業務 優先度の高い通常業務 

非 

常 

時 

優 
先 
業 

務 

３
時
間
以
内 

 

 

○市民の生命・身体を守るための初動体制の

確立、代替庁舎を含めた市役所機能の維持・

復旧、災害対策本部体制の早期確立、応援・

支援の要請や受援体制の確保、避難所の開

設・運営に係る業務 

 

 

※本計画における非常時優先業務の整理に

あっては、発災後 12 時間以内は災害対応に

専念するものとする。 

ただし、災害規模等によって以下の業務を

前倒しで実施する。 

 

○市民の生命保護に必要な業務 

○市役所機能の維持に必要な業務 

○法令等により期限が定められているなど、

特に必要な業務 など 

6
時
間
以
内 

12
時
間
以
内 

24
時
間
以
内 

３
日
以
内 

○遅くとも 3 日以内に業務に着手しなけれ

ば、市民生活や地域社会に相当の影響を与え

ると見込まれる業務 

○保健衛生・福祉に関する重要業務 

 

  

１
週
間
以
内 

○被災者の通常生活への復帰に係る業務 

 
 

○住民記録関係業務 

○最低限の窓口業務の再開 

  

１
週
間
以
降 

○発災後、1 週間を超えても市民生活や地域

社会に直ちに影響を及ぼさないと見込まれ

る業務 

○窓口業務の拡大 

 

  

その他 

業 務 
 

○上記以外の業務であって、発災後中断して

いても市民生活や地域社会に直ちに影響を

及ぼさないと見込まれる通常業務 

 



12 

２ 非常時優先業務の選定結果等 

 (1) 選定結果 

   経過時間ごとの各部署の非常時優先業務の選定数は次のとおり。 

   なお、業務一覧は第６章に記載する。 

 

部 署 区 分 

非常時優先業務 
その他 

の業務 
合計 

3H 以内 6H 以内 
12H 以

内 

24H 以

内 
3D 以内 1W 以内 1W 以降 

各対策部共通 応急業務 8 0 0 0 0 0 0 0 8 

総務対策部 
応急業務 19 0 2 2 2 1 2 0 28 

通常業務 18 0 1 8 11 8 31 62 139 

福祉対策部 
応急業務 9 0 1 7 2 1 0 0 20 

通常業務 1５ 0 2 6 25 40 44 5０ 182 

衛生対策部 
応急業務 7 0 0 4 3 1 0 0 15 

通常業務 8 0 0 2 6 2 9 3 30 

経済対策部 
応急業務 6 0 0 5 3 3 3 0 20 

通常業務 0 2 1 1 1 8 17 36 66 

観光文化対策部 
応急業務 0 0 1 2 1 1 0 0 5 

通常業務 0 0 0 2 0 0 14 18 34 

土木対策部 
応急業務 11 1 0 0 1 2 1 0 16 

通常業務 1 0 1 11 3 2 10 10 38 

上下水道部 
応急業務 6 0 1 0 0 0 0 0 7 

通常業務 11 1 0 7 7 11 18 6 61 

文教対策部 
応急業務 8 0 1 1 2 2 1 0 15 

通常業務 3 3 0 4 6 9 17 9 51 

消防対策部 
応急業務 15 0 0 0 0 0 0 0 15 

通常業務 14 0 0 0 3 0 8 38 63 

三隅支部 
応急業務 5 0 0 0 0 0 0 0 5 

通常業務 9 0 1 1 13 11 12 15 62 

日置支部 
応急業務 5 0 0 0 0 0 0 0 5 

通常業務 9 0 1 1 13 11 12 15 62 

油谷支部 
応急業務 5 0 0 0 0 0 0 0 5 

通常業務 13 0 1 1 17 22 18 21 93 

合 計 
応急業務 104 1 6 21 14 11 7 0 164 

通常業務 101 6 8 44 105 124 210 283 881 
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(2) 職場での備え 

非常時優先業務は、参集した職員すべてが所属部署の業務に従事できるとは限らず、業務

の実施に必要な機器等が使用できない場合も含め業務レベルは著しく低下するものと予想さ

れる。このため、各部署においては少人数や他部署職員でも対応できるように各種業務マニ

ュアルを作成し、重要な行政データは紙ベースでバックアップを行うなど必要な対策を講じ

ておく必要がある。 
 

第４章 業務継続のための執務環境の確保 

１ 庁舎の耐震性 

令和元年８月に竣工した本庁舎は、重要度係数 1.5 同等の免震構造を採用し、大規模地震発生

後、構造躯体の補修をすることなく建物を使用できる。また、家具の転倒や設備機器類の被害を

最小限に抑え、直ちに災害復旧活動を行うことができる。 

別館は平成 5 年の竣工で耐震基準を満たしており、大規模地震に耐えうる構造となっている。 

 

２ 電 力 

【現 状】 

  本庁舎の受電系統は１系統（深川変電所）であり、この系統に問題が生じた場合、停電する

おそれがある。外部からの電源供給が停止した場合、自家発電設備から電力を供給することに

なる。 

【自家発電設備の現況】 

定格出力 燃 料 稼働時間 用 途 

440ｋＷ A 重油 10,000ℓ 約 72 時間 
本庁舎 

衛星通信、消火栓ポンプ、非常照明等 

８０ｋＷ 軽油 １９０ℓ 約７時間 
本庁舎別館 

非常用照明等 

  

３ 水 道 

【現 状】 

 給水については、飲用水は、本庁舎１階の受水槽に貯留し、トイレ等に使用する雑用水は、

免震ピット階の雑用水層に貯留し、ポンプ加圧により本庁及び別館に供給される。 

【受水槽等の現況】 

残留水 使用日数 容 量 

受水槽 

雑用水槽 
4 日 

上水 4,110ℓ 

雑用水 31,500ℓ 
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４ 下水道 

【現 状】 

本庁舎の汚水は、直接公共下水道に排水している。そのため、断水又は下水道管の損壊がな

い場合は、自然流下で排水することができる。災害発生時には、弁の切替により免震ピット階

の汚水槽に貯留する。 

【汚水槽の状況】 

汚水 使用日数 容量 

汚水槽 ７日 34,000ℓ 

 

5 空 調 

【現 状】 

  本庁舎の空調は、電気式チリングユニットを稼働させ、エアーハンドリングユニットから空

気を循環させている。 

【課 題】 

停電時には、冷房・暖房を稼働させることができない。 

 

6 通 信 

①ＮＴＴ回線 

【現 状】 

電話交換設備は本庁舎 4 階サーバー室に設置しており、非常用バッテリー及び非常用回路か

らの電力供給により停電時にも稼働可能である。 

非常用発電設備が使用不能となった場合にもアナログ回線である 22－2125（防災危機管

理課）は使用可能である。 

なお、市の施設及び関連施設の 33 回線が災害時優先電話として登録されており、制限を受

けずに発信を行うことができる。 

また、これとは別に、避難所・避難場所に災害時優先回線を 13 回線確保している。 

 

②ＩＰ無線 

【現 状】 

 本庁舎・支所・出張所、消防本部・各消防団等にＩＰ無線機を計 51 台（指令局２台、携帯

型 49 台）配備しており、グループ通信、個別通信の両方が可能である。 

【課 題】 

 携帯電話のデータ回線を利用して送受信するため、パケット通信が集中するようなシーンで

はビジー状態となり通信できなくなってしまうことがある。また、山奥や地下、トンネルなど

の携帯電話の電波が届かない場所では通信ができない。 
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③県防災行政無線 

【現 状】 

県、県出先機関、市、消防本部などの防災関係機関は、災害時の通信確保のため地上系と衛

星系の２系統の無線システムを整備している。これら機器は、無停電電源装置及び自家発電設

備に接続しているため停電による影響を受けない。 

また、一部の電話機と FAX は本システムに接続されており、無線を介して通信することが

可能である。 

【課 題】 

 本システムによる通話や FAX の発信は特殊番号であるため、日常的に慣れておく必要があ

る。 

【対 策】 

 職員は日常的に活用し、取扱いを習熟しておく。 

 

④公衆無線 LAN 

【現 状】 

無線 LAN ビジネス推進連絡会により、大規模災害時に各通信事業者が提供する Wi-Fi サー

ビスを災害用統一 SSID「00000JAPAN（ファイブゼロジャパン）」で無料開放する取組が行

われている。現在、防災拠点となる市の施設や関連施設にも大規模災害時の無料開放を前提と

した公衆無線 LAN が設置されており、店舗等への整備も進められていることから、災害時の

有効な通信手段の一つとして活用でき、令和 4 年度に本市も会員登録している。 

本庁舎１階には、Yamaguchi Free Wi-Fi を設置している。 

 

⑤ＣＡＴＶ回線 

【現 状】 

長門市ケーブルテレビ放送センター本部（以下「本部」という。）は本庁舎から西に約 1ｋｍ

離れている。テレビ再送信・インターネット接続サービスとも、自家発電設備により停電時に

も継続して約２時間の稼働が可能である。本部のほか、支局・中継局とも、停電時には、無停

電電源装置が作動し、その後に自家発電設備に移行する仕組みである。 

施 設 自家発電設備・燃料容量・稼働時間 無停電電源装置 

本部 92KVA・軽油 60L・1.9 時間 有 

三隅支局 ３KVA・軽油 170L・4.5 時間 

20KVA・軽油 28L・3.8 時間 

有 

日置支局 60KVA・軽油 50L・2.4 時間 有 

俵山中継局 15KVA・軽油 490L・83.0 時間 有 

油谷中継局 15KVA・軽油 198L・33.5 時間 有 
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【課 題】 

送出系装置は、上記電源装置により継続稼働が可能であるが、本部の制作系装置（スタジオ

含む。）の機器は別系統の電源となっており、停電時に生放送を行うことが難しい。 

なお、災害時は燃料給油が困難（人の移動確保、ＧＳからの補給）と想定されるため、本部、

三隅支局、日置支局については燃料タンクの増強（最低 12 時間程度）が必要である。 

また、本局、各支局は、電源設備及び各機器が平地（１階）に設置されており、洪水等発生

時は消失してしまう可能性がある。消失時の復旧は年単位が想定される。 

【対 策】 

  自家発電機の給油に関しては、特に重要な本部と三隅支局、日置支局に令和６年度の暫定対

策として燃料携行缶、20Ｌ×2 を常設した。本対応により中期停電（4-6 時間）は作業員が

駆け付け可能であれば対応可能な体制とした。ただし、長期停電（6 時間以上）には対応でき

ていないため、燃料タンクの補強は継続課題である。 

  送出系（通信、放送（地デジ、ＣＳ/ＢＳ、自主放送（文字放送、Ｌ字含む）、告知放送））に

ついては、自家発給電であるが、制作系（カメラ、マイク、スタジオ機器、照明等）は、自家

発電の容量もあり、給電方法について継続課題となる。 

  災害時に生放送が可能か、市内での視聴が可能かも含め検討を要する。 

  なお、自家発電設備の燃料供給について、事業者に協力を要請する。 

 

7 内部情報システム 

 重要性の高い内部情報システムについては、ＩＣＴ－ＢＣＰ（情報通信技術に関する業務継

続計画）を別途策定中である。 

 

8 職員のための備蓄 

  災害発生の初動期は昼夜を問わず対応を継続するため、３日分程度は業務に従事する職員用

の飲料水、食料、毛布等を備蓄している。 

今後も計画的な備蓄を行うが、参集時には可能な限りの飲食物等を各自で持参するように職

員へ啓発する。 

 

９ 職員の非常食用飲料、飲料水等の確保 

  応急復旧の間に業務に専念するための食料、飲料水、その他生活必需品の備蓄に努める。備

蓄する非常食飲料は３日間分を目安とし、被害状況によっては長期間も想定されるため、各職

員が可能な限り飲食物等を持参するよう啓発する。また、平常時から非常用食料、飲料水など

を備蓄するなど個人備蓄も推奨する。 
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第５章 業務継続体制の向上 

１ 計画の改善 

  業務継続計画の策定は、非常時優先業務の適正な実施を主目的としながらも、業務継続に係

る問題点を抽出し、改善を図りながら実効性を向上させるという目的も内包する。 

このため、全職員が本計画は完成形ではないことを理解するとともに、非常時に対する問題

意識を常に持っておくことが必要であり、日常業務や訓練等を通じて課題を分析しながら、計

画に反映させていかなければならない。 

  この業務継続マネジメント（ＢＣＭ：Business Continuity Management）は、PDCA サ

イクルによる継続的な改善が基本となる。 

 

【PDCA サイクル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【業務継続計画の改善イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求められるＢＣＰレベル 

現状の 

BCP レベル 

今年度 

求められるＢＣＰレベル 

次年度 

改定された 

BCP レベル 
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２ 周知・訓練 

  本計画を職員に周知・浸透させ、組織的対応力を向上させるために、各種訓練の実施に努め

る。 

 (1) 地震避難訓練（身を守る行動、避難口の確保、火の元点検、通信の点検、重要機器等の点検など） 

(2) 安否確認訓練 

 (3) 参集訓練 

 (4) 業務継続計画を踏まえた防災図上訓練 

 

３ 職員の平常時からの備え 

  非常時優先業務を適切に実施するため、職員は次の「平常時からの備え」を十分理解してお

くとともに、家族とも考えを共有し、準備しておかなければならない。 

また、別記様式 2「災害時対応カード」に必要事項を記入して常に携帯し、迅速な初動対応

に努めるものとする。 

 

【平常時からの備え】 

 

 

 

 

 

 

(1) 市職員は、災害時に市民の生命、身体及び財産を保護する責務があること。 

(2) 災害時に正確な情報を入手するため、防災メール、市公式 LINE アカウントへの登録を行

うとともに、その他の手段についても確認しておくこと。 

(3) 各職場の非常時優先業務をあらかじめ把握しておくこと。 

(4) 家族の安否確認が速やかに行えるよう、各家庭で連絡方法や避難場所等を決めておくこ

と。 

(5) 家庭用の備蓄のほか、非常時優先業務の実施に必要な食料等の備蓄にも努めること。 

(6) 地震発生時に身の安全が確保できるよう、自宅の安全対策に努めること。 


